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１．はじめに

筆者は前著論文「伝統的な経営戦略論の再吟

味」において，伝統的な経営戦略論（主に 1960

年代から 1990 年代初頭までの経営戦略論）の

サーベイを試みた。その結果，これらの経営戦

略論にはMintzberg が指摘した，戦略プランニ

ング思考への過度な信仰から生じる誤解の問題

（Mintzberg, 1994 (a), pp. 109-112，邦訳，pp.

233-240）や，Ghemawat や河合も指摘したよ

うにポジショニングベース理論と資源ベース理

論が抱えている「環境変化が少ないスタティッ

ク（静態的）な状況を前提とした理論」である

といった問題が明らかとなった（Ghemawat,

2001, pp. 71-72，邦訳，pp. 107-108，河合，2004，

pp. 41-42, pp. 51-52）。換言すると，これらの

経営戦略論は，環境変化が激しい動態的な状況

下（特に，1990 年代以降急速に進んだ経済のグ

ローバル化など）においては，様々な事象を論

証することが困難である，という決定的な課題

が残った。

しかし，拙稿（2013）で論じたように，1990

年代後半以降の経営戦略論における研究は，

Teece や Eisenhardt & Martin（2000），あるい

はMintzberg（1994b）のように，市場はスタ

ティックなものではなくダイナミック（動態的）

なものであるという前提に基づいた研究が盛ん

に行われるようになった。特に，Teece に代表

されるようなダイナミック・ケイパビリティ理

論については，1990 年代終盤から 2013 年の現

代まで，日本でも活発に議論がされている。オ

フィス・オートメーション学会（現在の情報経

営学会）の学会誌では，2005 年に特集号が公刊

された他，渡部（2010）あるいは，Helfat et al.

（2007）や Teece（2009）といった文献も注目

を集めている。

本稿では，このように近年注目が高まり続け

ているダイナミック・ケイパビリティ理論の背

景や形成過程を明らかにし，しばしばポスト資

源ベース理論として扱われるダイナミック・ケ

イパビリティ理論と，資源ベース理論との違い

を明確化することに主眼を置くこととする。

２．資源ベース理論の背景

2.1 資源ベース理論

まず，拙稿（2013）でも論じたが，ダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論の背景として，しばし
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ば挙げられる資源ベース理論について，今一度

簡単に紹介する。

資源ベース理論は，Wernerfelt（1984）に端

を発し，その後 Barney，Hamel & Prahalad

（1994）などによって確立された。Wernerfelt

は，Penrose が 1959 年に発表した著書 The

Theory of the Growth of the Firm（邦訳：『企業

成長の理論』）で論じられていた「資源」の概念

を戦略論の視点から再吟味し，従来の視点とは

異なり，企業が持つ固有の経営資源や，そのマ

ネジメントの方法と利益性との関係に着目し

た。つまり，企業の成長は企業が持つ経営資源

に左右されるということである（Wernerfelt,

1984, pp. 171-175）。Barneyは，企業の経営資

源やケイパビリティの定義，そして経営資源の

異質性（企業ごとに生産資源は異なっている）

と経営資源の固着性
(1)
の前提は非常に抽象度

が高いことから，これらの定義や前提に基づい

て，より一般的に適用可能なフレームワークを

構築することを模索し，企業内部の経営資源に

おける強みと弱みを分析する手法として VRIO

を提示した。VRIOとは，経済価値（Value）に

関する問い（その企業の保有する経営資源やケ

イパビリティは，その企業が外部環境における

脅威や機会に適応することを可能にするのか），

希少性（Rarity）に関する問い（どのくらい多

くの競合企業が，その特定の価値ある経営資源

やケイパビリティをすでに保有しているだろう

か），模倣困難性（Inimitability）に関する問い

（ある経営資源やケイパビリティを保有しない

企業は，その獲得に際し，それをすでに保有す

る企業に比べてコストの面で不利であるか），

組織（Organization）に関する問い（その企業

は，自社が保有する経営資源やケイパビリティ

がその戦略的ポテンシャルをフルに発揮するよ

うに組織されているか），を示している（Bar-

ney, 2001, pp. 155-172, 邦訳［上］，pp. 242-271）。

Hamel & Prahalad は，Barneyと同様に企業

の競争優位の源泉について，自社が保有する能

力に存在することを指摘し，企業の競争力の核

を担う能力「コア・コンピタンス」を創造し，

育むことの重要性を論じた（Hamel & Praha-

lad, 1993）。

これらの研究のポイントは，ケイパビリティ，

コア・コンピタンスである。

１）ケイパビリティ

ケイパビリティの研究のルーツは定かではな

いが，Barneyによれば，「企業が経営資源を組

み合わせたり活用したりすることを可能にする

企業属性のみ」と曖昧な概念を主張している。

一方，経営資源については，「企業の財務・物的・

人的・組織資本の属性をすべて包含する」と論

じている（Barney, 2001, pp. 156-157，邦訳［上］，

p. 245）。

また，Stalk, et al.（1992）は，「ビジネス・プ

ロセスであり，企業のキープロセスであると論

じ，加えて SBU（Strategic Business Unit：戦略

的事業単位)
(2)
と職能を結び，サポート・イン

フラストラクチャーに戦略的投資を行うことで

ケイパビリティは創造されるものである。その

ため，ケイパビリティは職能横断的なものであ

る」と論じた（Stalk, et al. 1992, p. 60, 河合，

2004, pp. 56-57）。

さらに，Day & Reibstein （1997）も Stalk et

al.（1992）と同様に，「経営資源を最も有効に活

用するためにそれらをつなぎ合わせるための接

着剤として機能するもの」と論じている（Day

& Reibstein, 1997, p. 58, 邦訳，p. 70）。

このようにケイパビリティに関する定義は，

目的に合わせて，経営資源を有効に活用するた

めの無機的あるいは有機的なコンピタンスであ

り，そこには，技術・ノウハウ，企業文化・従

業員の各自のバックグランド，提携先・取引企

業，地理的環境などが含まれる。
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２）コア・コンピタンス

周知の通り，コア・コンピタンスという概念

については，Hamel & Prahalad によって論じ

られた。コア・コンピタンスの定義は，「顧客に

特定の利益をもたらす一連のスキルや技術」と

されている（Hamel & Prahalad, 1994, p. 199，

邦訳，p. 315）。コア・コンピタンスは，企業固

有の技術や製品，無形資産単体のことではなく，

それらを束ねたものであり，言うなれば個々の

スキルや組織といった枠を超えた学習の積み重

ねである，と強調されている。加えて，個々の

技術，無形資産（知識，ノウハウなど）といっ

たコア・コンピタンスを構成するためのスキル

や技術など企業が持つ能力を「企業力」という

独特の言い回しで論じている。しかしながら，

「企業力」とスキルの違いについて言及するこ

となく，マネジャーは，コア・コンピタンスと

なり得る能力を分解し把握しておくことの必要

性を論じた（Hamel & Prahalad, 1994, pp. 202-

203，邦訳，pp. 321-322）。

以上が，Porter のポジショニング理論以降，

Porter 理論の問題点とされていた「持続的な競

争優位を確立するための決定的な組織内要因が

いかなるものであるのか」，に対する１つの答

えとしての資源ベース理論である。企業が所有

する能力（技術）・資源（人的資源・設備・製品・

地理的位置など）・財務リソース（内部留保な

ど）・（業務）システムを持続的な競争優位の源

泉とし，これらをケイパビリティ，あるいはコ

ア・コンピタンスという概念でもって確立した

資源ベース理論が注目を集めるようになった。

2.2 Penrose と資源ベース理論

資源ベース理論は，Penrose が 1959 年に発

表した著書 The Theory of the Growth of the

Firm（邦訳：『企業成長の理論』）に依拠した

Wernerfelt（1984）に端を発したものの，ドラ

スティックな環境変化を前提としていないこと

や，ポジショニング理論への依存が高い，とい

う大きな課題が残された。しかしながら，

Teece が論じたように，「資源ベース理論のルー

ツとされる Penrose（1959）において，Penrose

が示した，「企業が持つ代替可能な資源の束」は，

過去の経営活動の一部から生み出されている。

これらの資源は，活用され様々な最終製品を生

み出すことに寄与し，経営者は企業の製品ポー

トフォリオを顧客のニーズに合わせて変えるこ

とに努める。さらに，利益は差別化を実現する

だけでなく，余剰，未利用資源を活用すること

からも生じる」と論じられている（Teece, 2009,

p. 86, 邦訳，pp. 87-88）。つまり，Penrose の研

究において，企業は持続的な競争優位の構築・

維持・再構築（脱構築）をするために，所有し

得るあらゆる資源・ケイパビリティの見直しに

関する必要性を指摘している。だが，資源ベー

ス理論では，あくまで競争優位の源泉は，資源・

ケイパビリティに準じたものであるという議論

に留まっている。

しかしながら，Teece に依拠すれば，経営戦

略論の分野で Penrose の業績の注目すべき点

は，「資源の集合体としての企業」という主張を

概念化したことにある（Teece, 2009, p. 116，邦

訳，p. 116）。なお，Penrose が掲げる「資源」

は，有形（物的）資源・無形（人的・知識・ノ

ウハウ）資源の２つが含まれている。そして，

無形資源は，Nelson & Winter が提示したルー

ティンの概念（詳細は後述する）に従えば，日々

の業務を通して，磨き上げられ・継承される

（Nelson &Winter, 1982, pp. 96-136，邦訳，pp.

119-171）。

また，Teece は，「Penrose の〈企業の成長に

必要な人的資源，チェンジ・マネジメントは企

業特殊的なものである〉という主張は，経営能

力は無限かつ意識的に拡張することができず，

仮に拡張するものであれば，高位の人的資源の
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新規採用・開発が追加的に求められる」，と論じ

ている（Teece, 2009, p. 120, 邦訳，p. 121）。言う

なれば，企業の成長に関わる経営能力の真髄は，

人的資源の要素が強いことを示している。故

に，組織は，日々の業務等を通した学習によっ

て，資源を効率的に利用する術を身につける。

そして，日々の学習を通して獲得した能力は，

良好なバランスシートを持たない企業であって

も成長を牽引する要因となる可能性がある

（Teece, 2009, pp. 117-118, 邦訳，p. 118）。

2.3 資源ベース理論の問題点

資源ベース理論とそのルーツとされる Pen-

rose の業績に対する評価については，上述した

通りである。しかしながら，岡田（2001）で論

じられているように，資源ベース理論（Barney

(2001)，Hamel & Prahalad (1994) など）では，

競争優位の条件である「価値を生み出すこと」

について，あくまでもポジショニング理論に依

拠している。このことを踏まえると，資源ベー

ス理論単独での競争戦略論という地位の確立は

困難である（岡田，2001, p. 91）。加えて，河合

は，資源ベース理論の研究に代表される Bar-

ney（2001）と Hamel & Prahalad（1994）につ

いて，次のように論じている。まず Barneyの

理論は，組織能力一般については述べているも

のの，需要不確実性を扱うには至らず，ダイナ

ミック戦略能力についても述べられていない

（河合，2004, p. 52）。加えて，Hamel & Praha-

lad（1994）についても，環境そのものの作り替

えを目指すものであると一定の評価をしている

が，固有の資源へのコミットメントを前提とし

ているため，十分ではないと論じている（河合，

2004, pp. 58-59）。

さらに，拙稿（2013）で，筆者は市場の不確

実性を考慮した経営戦略論としての資源ベース

理論について，一定の可能性に言及しつつも，

これらはあくまで「市場が静態的である」こと

を前提としていることを念頭において見る必要

があることを明示した。そして，資源ベース理

論は，ポジショニングベース理論を補完するも

のでしかなく，「市場が静態的である」ことを前

提に置くことで，戦略が目標化し，あらかじめ

定められた指針という捉え方をされてしまう傾

向にあることを論じた。このような状況に陥る

と，企業は戦略や組織構造の柔軟性を欠くよう

になってしまう傾向が見られる。その結果，将

来異業種から思わぬ新規参入者が現れ，既存の

ビジネスモデルが破壊され大きな業界構造の変

化が引き起こされた場合に，業界から撤退（事

業転換）をするか，他の企業と提携（場合によっ

ては身売りを選択することもあり得る）するこ

とによって，大きく変貌した業界に適応するし

か術がなくなることを指摘した（寺前，2013, p.

51）。

資源ベース理論について，このような批判が

議論される中で，Teece も同様に，「資源ベース

理論は，企業が成功の源泉をどのように持続す

るかを考慮していないという意味において静態

的である。（特に経営者による）学習について，

資源ベース理論は勘案しているが，より強固な

枠組みが必要とされる」と論じている。

これを踏まえてTeece は，企業に価値の増大

をもたらす差別化点の構築・維持を可能にする

組織と個人のケイパビリティの識別という活動

にダイナミック・ケイパビリティは由来する形

で存在するものであると論じている（Teece,

2009, p. 87, 邦訳，p. 88）。

以上のような資源ベース理論への批判と展望

を考慮しながら，その処方箋として 1990 年代

終盤から現在に至るまでの約 15 年もの間，急

速に注目を集め世界中で活発に議論がなされて

いるダイナミック・ケイパビリティ理論の定義

について，以下でいくつか確認していきたい。
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３．ダイナミック・ケイパビリティの定義

ダイナミック・ケイパビリティという用語が

登場したのは，Teece によれば，Teece, et al.

（1990a, 1990b）とされている（Teece, 2009,

pp. 88-89，邦訳 p. 90）。しかし，ここではダイ

ナミック・ケイパビリティに関する研究のルー

ツとして一般的に用いられる Teece & Pisano

（1994）や Teece, et al.（1997）を中心に論じる

こととする。

Teece & Pisano（1994）では，企業内の歴史

的経緯や企業（組織）プロセスに根づいている

オペレーション・ルーティンの高い遂行力に企

業由来の競争優位が存在し，これらを環境変化

に適用するためのイノベーション力とダイナ

ミック・ケイパビリティが密接に関わっている

と論じられている（Teece & Pisano, 1994, pp.

553-554）。また，Teece et al.（1997）において，

彼らはTeece & Pisano（1994）に依拠し，企業

の競争力とダイナミック・ケイパビリティの関

係を踏まえながら再考すると共に，ダイナミッ

ク・ケイパビリティの定義を，「環境変化に対応

するために，（企業の)
(3)
内外にある能力を統

合，構築，再配置するための企業の能力」と明

確に論じた（Teece et al., 1997, p. 516）。そし

て，彼らは，ダイナミック・ケイパビリティを

決定づける要因として，①プロセス（process），

②ポジション（position），③パス（path）を挙げ

ている（Teece et al., 1997, pp. 518-524）。

また，Teece et al.（1997）では，著しい環境

変化に適応し，持続的な競争優位を維持・向上

させるために，模倣困難なダイナミック・ケイ

パビリティを獲得することが必要であり，それ

は組織能力に大きく左右されることを指摘して

いる。加えて，ダイナミック・ケイパビリティ

は組織プロセス（ルーティン）に最も現れやす

く，特に①調整・結合，②学習，③再配置・変

換，という３つのポイントについて Teece et

al.（1997）では論じられている（Teece et al.,

1997, pp. 516-520, 朴，2005, pp. 140-141）。

Teece によれば，ダイナミック・ケイパビリ

ティは，厳しい競争にさらされた環境変化の只

中で，いかにして企業が持続的競争優位を実現

するかを説明するものとされている。またダイ

ナミック・ケイパビリティは，企業に価値の増

大をもたらす差別化点の構築・維持を可能にす

る組織と個人のケイパビリティの識別，という

活動に必然的に行き着くことになる。そして，

ダイナミック・ケイパビリティ理論の中核には，

企業の機会・脅威に対する機敏性の維持と，新

しい機会の実行を可能にするだけでなく，成功

の初期段階の果実を獲得するためのシステムを

設定し，成功を維持するための絶え間ない変化

を可能とするような，経営者の属性，経営シス

テム，組織デザイン，といった要素を明確にす

る努力にほかならない（Teece, 2009, p. 87, 邦

訳，p. 88）。

なお，Teece のダイナミック・ケイパビリティ

理論は，上述した Penrose の主張といくつかの

要素において整合性が見受けられる
(4)
ことか

ら，Teece自身も「Penrose の主張は，弱い形

でのダイナミック・ケイパビリティ理論である」

と論じている（Teece, 2009, p. 118, 邦訳，p.

118）。

さらに，Eisenhardt & Martin の研究におい

て，ダイナミック・ケイパビリティは市場変化

への適応や創造のために，内外のリソースを活

用（創造，再配置，統合，獲得，解消）する企

業の戦略的，組織的なプロセスなどのサブ・プ

ロセスを含んだ研究であると論じられている

（Eisenhardt & Martin, 2000, pp. 1106-1107）。

また，Winter は，ダイナミック・ケイパビリ

ティを「ケイパビリティを拡張・修正・創造す

ることに寄与し，短期間で企業存続の可能性を

高める能力である」と定義している（Winter,

2003, p. 991）
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そして，Helfat はダイナミック・ケイパビリ

ティの定義について，Teece et al.（1997）や

Eisenhardt & Martin（2000）などいくつかの先

行研究のサーベイを通して，「組織が意図的に

資源ベースを創造，拡大，修正する能力である」

と論じている（Helfat, 2007, pp. 1-4, 邦訳，pp.

1-6）。

以上の先行研究を通して見えるように，資源

ベース理論における競争優位の源泉が企業内部

に存在する希少で模倣困難な経営資源にあると

されているのに対し，ダイナミック・ケイパビ

リティ理論では，経営資源を活用するプロセス

（Process）やそれに基づく学習（Learning），

さらには諸プロセスが確立された経路（Path）

や，これらに基づいたイノベーションを促進す

る能力に見出されるものであると考えられる。

４．ダイナミック・ケイパビリティ理論

の理論的位置

ダイナミック・ケイパビリティ理論は，その

形成過程において，様々な理論の影響を受けな

がら形成されてきた。具体的には，Penrose の

「企業成長」に関する研究，「資源ベース理論」，

Williamson の「取引コスト理論」や，Nelson &

Winter の「進化経済学」などが挙げられる。本

章では，これらの各理論とダイナミック・ケイ

パビリティ理論との関連性について論じてい

く。なお，本来であれば，各理論の詳細を踏ま

えながら論じるべきであるが，本稿では便宜上，

各理論の概要を簡略的に示した上で，ダイナ

ミック・ケイパビリティ理論との関係について

論じる。加えて，ダイナミック・ケイパビリティ

と，Penrose の「企業成長」に関する研究との

関係については，上述した通りであるため，こ

こでは省略する。

まず，資源ベース理論との関係については次

の通りである。資源ベース理論での競争優位を

決定づける要因は，企業内部に存在する希少で

模倣困難な資源である。しかし，これらの強み

は，市場ニーズ変化や競争環境の変化に伴って

次第に優位性を失っていく。Leonard-Barton

（1992）は，企業の優位性喪失の問題について

言及し，ケイパビリティを①専門的なシステム，

②スキルと知識，③価値観と規範，④マネジメ

ント・システムと定義した。①専門的なシステ

ム，②スキルと知識は，蓄積されたものである

のに対し，③価値観と規範，④マネジメント・

システムは，蓄積された知識をコントロールす

るために活用されるものと論じるとともに，競

争優位の源泉となるこれらの知識をコア・ケイ

パビリティと論じた（Leonard-Barton, 1992,

pp. 112-114）。その反対に，競争優位の源泉と

なり得たケイパビリティであっても，諸活動の

硬直化（業務システムのルーティン・ワーク化）

が加速することで，優位性を失ってしまったケ

イパビリティをコア・リジリティと論じ，加え

て，コア・ケイパビリティとコア・リジリティ

は組織能力が持ち得る二面性であると論じた

（Leonard-Barton, 1992, pp. 118-121, 永野，

2010, pp. 185-186）。この問題の１つの答えと

して，Teece は，進化的適合度の概念を提示し

た（Teeece, 2007a, p. 1321，邦訳，p. 6，赤尾，

2010，p. 102）。進化的適合度とは，ケイパビリ

ティがいかに企業の存続を促すことに寄与する

ものかを示すものである（Teece, 2007a, p. 1321,

邦訳，p. 6）。これらのことを踏まえ，赤尾は，

Teece の研究において，無形資産の結合を行う

ことは，ダイナミック・ケイパビリティの一要

素でしかないと論じている（赤尾，2010, pp.

102-103）。

次に，ダイナミック・ケイパビリティ理論と，

Williamson の「取引コスト理論」との関係つい

ては以下の通りである。取引コスト理論は，

Williamson の業績（Willanson, 1975 など）に

よって理論形成がなされた。Williamson によ
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る取引コスト理論では，戦略的提携のような中

間組織の形態を市場，内部組織につけ加え，相

対効率の分析を行った
(5)
。加えて，効率的な生

産を維持していく上で特殊資産が必要とされる

場合には，内部組織が望ましい組織形態を採り，

投資主体が特殊資産に対して不可逆的な投資を

行う必要がある場合，垂直統合などといった組

織の統合に取り組むことが求められる（Teece,

2007b, pp. 27-29, 邦訳，pp. 44-48）。Williamson

によるこれらの主張について Teece は機会主

義・契約の不完備性に着目していることから，

組織デザインにまつわる諸問題についてのアプ

ローチを試みるものであると論じている。その

上で，機会主義・契約の不完備性が重要な要因

となることを示唆している（Teece, 2009, p. 94,

邦訳，p. 95）。

最後に，Nelson &Winter の「進化経済学」と

の関係については，以下の通りである。Nel-

son & Winter によって確立された「進化経済

学」では，経済変動の進化について組織ルーティ

ン，探索，組織の淘汰環境といった３つのコン

セプトが提示された（Nelson & Winter, 1982,

pp. 400-401, 邦訳，pp. 462-463）。すなわち，組

織ルーティンとは，企業を取り巻く多くの諸活

動と深く関連するように拡張するポテンシャル

を持っている。しかしながら，そこから経済変

化やイノベーションの創出に取り組む組織ある

いは，それらの管理に従事するような組織（例

えば，研究開発機関やコンサルティング企業）

については，それらの活動を組織ルーティンに

収めることは難しい特性を持っている（Nelson

&Winter, 1982, pp. 96-97, 邦訳，p. 120）。次に

探索についてだが，Nelson & Winter は，現在

進行中のルーティンを評価し，そこからルー

ティンの修正・変更・新たなルーティンの導入

による刷新につながる組織行動について，それ

ら自体が一部ルーティン化されているがため

に，予測しやすいものとなっている。その一方

で，これらがモデルの作成者やこれらの行動を

実施する組織の視点から見ると，確率的な性質

を持つことになると指摘している。最後に，組

織の「淘汰環境」については，組織の拡大・縮

小に関わるすべての要素に着目することが重要

であるとともに，集団あるいは同一の DNAを

持つルーティンに業務が委ねられるものである

と論じている（Nelson &Winter, 1982, pp. 400-

401, 邦訳，pp. 462-463）。進化経済学において，

これらの要素は，１．組織ルーティンには組織

的な記憶・経験が埋め込まれていることを前提

としており，利益の獲得という組織の目標を目

指すために有力である。２．企業・産業の制度

の発展過程は進化プロセスであり，日々変化を

続けており不確実性に溢れたものである。つま

り，複雑なシステムや変化に直面した場合，そ

れを把握し，打開策を策定・実行するためには

継続的な日々のルーティンを通して獲得したケ

イパビリティを元にした探索が求められる。組

織が存続を危ぶまれる状況（組織の淘汰環境）

に直面した際，これらの活動を通して企業制度

の見直し・進化を促すことが必要であり，そこ

には継続的な組織ルーティンを通して獲得した

無数のケイパビリティの取捨選択と活用・進化

が求められると考えられる（Nelson & Winter,

1982, pp. 399-404, 邦訳，pp. 461-467）。Petraf

（2003）に依拠すれば，これは，プロセスの諸

問題との関わりが非常に強いものであると推察

できる。Petrafは，プロセスの諸問題とダイナ

ミック・ケイパビリティとの関係性について，

資源配分・組織変化，プロセスの諸問題などの

点について論じる際には有用であるとともに，

企業内部と戦略プロセスとの関連性について分

析するための方法論として新しい可能性を持っ

ていると論じている（Petraf, 2003, pp. 35-36，

邦訳，pp. 58-59）。また Teece は Nelson &

Winter の主張に依拠し，ダイナミック・ケイパ

ビリティの維持等のために，企業家的経営が求
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められると論じている（Teece, 2007a, pp. 1346-

1347, 邦訳，pp. 59-61）。

５．組織・競争優位・環境の相違

ここまで，ダイナミック・ケイパビリティ理

論の定義やそのバックグランドについて，上述

の通り論じてきた。そして，ダイナミック・ケ

イパビリティに関する見解について，多くの論

者の間では，一定の共通認識が存在することを

確認した。さらに，ダイナミック・ケイパビリ

ティ理論と関連するいくつかの理論との関係性

について概観したことで，企業が保有する資産

やケイパビリティ，あるいは企業に根付いてい

るルーティンの拡張・再配置・統合・刷新といっ

た活動と，戦略プロセス，あるいは組織デザイ

ンの維持・修正・刷新といった活動との間の結

合は，環境要因が大きく影響を与えていること

が見られた。これを踏まえ，以下では，Bar-

neyに代表される資源ベース理論とダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論の違いや，ダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論の中でしばしば，注目

される環境要因（静態的環境と動態的環境）の

捉え方について見ていく。

5.1 資源ベース理論とダイナミック・ケイパ

ビリティ理論の違い

井村（2005）によれば，資源ベース理論とダ

イナミック・ケイパビリティの違いについて，

１．競争力の源泉に対する考え方の相違，２．

時間的概念の相違，といった２点を論じている。

１．競争力の源泉に対する考え方の相違とは，

資源ベース理論では，企業間の強さ・弱さの違

いを競合他社に対する隔離メカニズム
(6)
と生

産資源が持つ異質性がもたらす経済レント
(7)

に由来する。一方，ダイナミック・ケイパビリ

ティ理論では，環境変化に対応する上で，継続

的に組織内外で資源の開発・発展・利用・獲得・

吸収を行う学習プロセスが，経済的レントをも

たらし競争力に影響するとされている。２．時

間的概念の相違とは，資源ベース理論が経路依

存性というそれまで蓄積してきた能力を強調し

ているが，ダイナミック・ケイパビリティ理論

では，環境変化に適応した学習能力という変化

への対応能力と捉えられている（井村，2005, p.

106）。つまり，資源ベース理論は，それまでの

経験や蓄積された能力，あるいは，そこから生

み出された成果物に競争優位を見出すのに対

し，ダイナミック・ケイパビリティ理論は，環

境変化に適応するための学習能力・プロセスに

競争優位を見出そうとするものであり，資源

ベース理論よりも動態的な概念である。

このことを踏まえると，ダイナミック・ケイ

パビリティが効果的に適用されるのは，急速な

環境変化に適応し，持続的な競争優位を維持・

向上・獲得することに主眼が置かれている場合

である。しかし，Eisenhardt & Martin（2000）

では，市場を緩動態市場と高速動態市場という

２つに分類（下表）し，いかなる環境下でも適

用するための能力の獲得・再構築に視点が置か

れている（Eisenhardt & Martin, 2000, pp.

1110-1116）。これに関連して，Eisenhardt &

Sull（2001）は，IT産業の事例から急速な環境

変化が起こりやすい傾向にある業界・市場にお

いて，主要な戦略プロセス（ネットワーク効果，

規模の経済性，範囲の経済性の追求につながる

もの）に集中し，そのプロセスを成功させるた

めに組織に柔軟性を持たせるだけでなく，意思

決定を下すことを支援するために明確化された

規律（シンプル・ルール）を設けることで，競

合他社との差別化に寄与し，中長期的な競争優

位となる可能性があると論じている（Eisenhardt

& Sull, 2001, pp. 110-112, p. 116, 邦訳，pp. 99-

103, p. 109）。この点を考慮すると，Eisenhardt

& Martin（2000）で論じられている高速動態市

場（不確実性がより高い市場）への対応策とし
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て挙げられるダイナミック論は，急速な環境変

化が起こりやすい業界（高速動態市場）であろ

うと，環境の変化がそれほど激しくない業界（緩

動態市場）であろうと，それが持つ戦略論の本

質は変わることはなく機能し，企業の戦略策定

に寄与すると考えられる（寺前，2012, pp. 61-

63）。

5.2 静態的環境における競争と動態的環境に

おける競争

さて，Teece の研究や Eisenhardt & Martin

（2000）の研究からもわかる通り，資源ベース

理論には，環境要因についての視座が含まれて

おらず，不確実性を考慮したフレームワークの

構築には至っていない。このような問題提起か

ら，ダイナミック・ケイパビリティ理論では市

場の不確実性（環境のダイナミズム）について

も触れられている。そこで，以下では Teece

（2009）から，静態的環境における競争と動態

的環境における競争について見ていく。

１）静態的環境における競争

静態的環境における競争についてTeece は，

「現実世界の状態ではなく，知的枠組みを反映

したものである」，と論じている。例えば，イノ

ベーションが起こりえない業界構造での静態的

環境における競争は，コスト競争によって生み

出された製品しか存在し得ない。また，急速な

価格下落も起こることはなく，業界を取り巻く

企業はすべて同じ技術・ビジネスモデルで競争

するため，市場は均衡状態となる（Teece, 2009,

p. 240, 邦訳，p. 236）。

つまり，このような業界では，業界構造をひっ

くり返すようなビジネスモデルや製品を持った

企業でない限り（例．アップルによる音楽業界

への新規参入のケース），新規参入のメリット

は希薄なものである。また，Teece は「この業

界構造の場合，消費者は，新製品や正当な交渉

の機会を奪われるものの，不当な価格請求をさ

れることはない」，と論じている（Teece, 2009,

p. 240, 邦訳，pp. 236-237）。

換言すると，静態的環境における競争は，政

治的要因であったり寡占化が進んだ市場などで

起こるものであり，政府による規制緩和政策の

策定・施行，あるいは市場を形成する一部の企

業が競合他社の不意をつくような組織行動（こ

こでは戦略の意味を含む）を採ったり，新規参

入者によってビジネスモデルが一新されること

がない限り，市場環境が変化することは考えに

くい。
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表 ダイナミック・ケイパビリティと動態市場の分類

緩動態市場 高速動態市場

市場定義

安定的な産業構造，限定された境界，明

快なビジネスモデル（変化は予測可能な

線形的）

曖昧な産業構造，ぼやけた企業境界，流

動的なビジネスモデル（変化は予測不可

能で非線形的）

パターン
既存知識に幅広く依存（緻密で分析的な

ルーチン）

新しく得られた状況特有の知識に依存

（単純で経験的なルーチン）

実行 直線的 反復的

安定性 あり なし

成果 予測不能 予測不可能

効果的な進化の鍵 小さく頻繁に変化 多くの代替案の中から注意深く選択

出所：Eisenhardt & Martin (2000) p. 1115，朴（2005）p. 142。



２）動態的環境における競争

動態的環境における競争は，イノベーション

に由来する要素に委ねられるものや，「嗜好」の

変化，その他の不均衡をもたらす力学から生じ

る市場機会に由来するものであったとしても，

それは，製品差別化，変化への急速な対応，と

いった様々な競争活動によって築き上げられる

ものである。動態的環境における競争は，静態

的環境における競争と比較すると，直感的なも

のである（Teece, 2009, pp. 240-241，邦訳，p.

237）。このような競争環境において，新規参入

者も既存企業も同様に，新製品開発やビジネ

ス・プロセスの見直しに尽力し，常に調整を行っ

ている。そのため，急速な価格低下や新製品が

頻繁に導入されるなどの動きが活発化し，製品

ライフサイクルは短縮される。さらに，研究開

発への投資や，技術の開発・改善・結合が進み，

新たなイノベーションが創出される。イノベー

ションによって，新規参入の障壁は崩され，新

規参入者は急増するが，ドミナント・デザイ

ン
(8)
が出現してしまうと，業界の集中度は高ま

る。しかし，異業種から，業界内にはそれまで

存在しなかった発想や技術を持って新規参入を

した企業が，新たなイノベーションをもたらし

て，業界構造を一新してしまうこともある。つ

まり，動態的環境における競争と同じように，

イノベーションと競争は密接な結びつきを持っ

ている（Teece, 2009, pp. 240-242, 邦訳，pp.

237-238）。

つまり，動態的環境における競争にさらされ

ている企業の経営者に求められるものは，機会

を察知・捕捉し，知識・資本を機能させ成功に

不可欠な競争に対応する，といった一連の諸活

動を迅速に展開するための迅速な意思決定であ

ると推察される（Teece, 2009, pp. 216-217, 邦

訳，p. 215）。

以上のように，静態的環境と動態的環境にお

ける競争の差異について確認できた。ここで疑

問に挙がるのは，静態的環境から動態的環境へ

の変化の過程がいかなるものであるのか，とい

うことである。この問いに対して，Teece は言

及を避けている。というのも，Teece は上述し

たように「静態的環境における競争は現実世界

の状態ではなく，一般的には知的枠組みを反映

したものである」と論じていることから，

Teece自身はあくまで企業の経営環境は常に動

態的環境にあるものと捉えていると解釈でき

る。それにもかかわらず，Teece が動態的環境

と静態的な環境という２つの軸について触れて

いる理由は，一般的な経済学的視点による分析

の大多数が静態的競争のパラダイムに属してい

ることを問題視しているためである（Teece,

2009, pp. 237-243，邦訳，pp. 234-240）。また，

Eisenhardt & Martin（2000）についても，この

点について言及はされていない。そもそも，静

態的環境と動態的環境における競争は，上述し

たように，まったく異なる市場体系であるため，

一緒くたに扱うことは議論のすり替えである。

この点についてあえて言及するのであれば，

筆者は静態的環境における競争から動態的環境

における競争へと移り変わるプロセスについて

は，政治的要因（政府の政策など）や業界内で

のイノベーションに依存するものと考えてい

る。政治的要因とは，例えば既存の業界が法的

規制により様々な制約をかけられている場合，

参入障壁は非常に高くなるため，既存の業界で

ビジネスを展開する企業各社は，安定的な利益

を確保することが比較的容易であるため，激し

い競争環境というものは比較的生じにくい。と

ころが，ここで既存の業界に競争を促すために

政府が規制緩和を実施した場合，それまでの参

入障壁は崩れ，業界構造は一変し，企業各社は

顧客サービスの向上のために業務改革を進める

ことを迫られる。そして，この業界環境の急速

な変化に対応できない企業は，収益が悪化し，
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業界から撤退するか最悪の場合，倒産すること

となる。この点について，Porter も「政府は，

直接的ないし間接的に業界構造に大きく影響を

与え，業界構造を変えるような動きをする。直

接的な形としては，法律により業界への参入・

競争の制限や収益性に制限を加えるような措置

を講じることがある。一方，間接的な形として

は，製品の品質や安全性，税金や海外投資に関

する規制や環境規制が挙げられる。これらの規

制について，社会的に見れば一定の成果を出し

ているように見られるが，これらの規制によっ

て企業は製品の品質検査や研究に多大な設備投

資をすることとなり，結果的に参入障壁は上昇

し規模の経済性が高くなる」と論じている

（Porter, 1980, pp. 181-182，邦訳，pp. 246-247）。

次に，イノベーションに依存することについ

ては，Christensen（1997）におけるイノベーショ

ンのジレンマの議論に依拠するものである。

Christensen は，イノベーションには，「持続的

イノベーション」と「破壊的イノベーション」

といった２種類のものがあることを指摘してい

る。持続的イノベーションとは，新製品や既存

の製品の性能を高めるものである。一般的なイ

ノベーションの大半は，これにあたるものであ

り，持続的な性質を持っている。これは一般的

には，主要市場のメイン顧客がそれまで評価し

てきた性能指標に従って，製品の性能を向上さ

せるものである（Christensen, 1997, p. 15 (In-

troduction), pp. 10-14，邦訳，p. 9, pp. 36-40）。

しかし，このような技術革新（持続的イノベー

ション）が進む中で，時として破壊的な技術革

新（破壊的イノベーション）が生じることがあ

る。持続的イノベーションが進み，製品の性能

が向上し続けることで，一定の利益を獲得する

ことはできるが，この流れが進むことで，やが

て既存の製品よりも性能が劣るにもかかわら

ず，「小型である」，「使い勝手が良い」，などと

いった特徴的な製品が市場のメイン・ターゲッ

トとは別の新しい顧客層に支持され，次第に市

場を侵食していくことがある。これが破壊的イ

ノベーションである（Christensen, 1997, p. 15

(Introduction), 邦訳，p. 9）。言い換えると，破

壊的イノベーションは，製品性能を引き下げな

がらも，そこに新しい価値を付与し，顧客に提

供することで，新しい市場を開拓（もしくは既

存市場の侵食）していく性質を持っている。破

壊的イノベーションにより，既存市場の侵食が

加速すると，競合他社はその市場構造の大変革

に対応できるケイパビリティを持っているか，

あるいはケイパビリティを再構築する能力を

持っているかが企業の存続に大きく左右するこ

ととなる。

６．結び

本稿では，まず，Barneyなどが提唱してい

た資源ベース理論を簡単に振り返ることからス

タートし，資源ベース理論からダイナミック・

ケイパリティ理論への注目が高まる中で，資源

ベース理論と同様にダイナミック・ケイパビリ

ティ理論に，影響を与えた Penrose の主張と資

源ベース理論との関係について論じた。加え

て，資源ベース理論の問題点に言及すると共に，

それを踏まえながらダイナミック・ケイパビリ

ティの定義の概要について，この分野のルーツ

とされるTeece & Pisano（1994）や Teece, et

al.（1997）などの研究を中心にいくつかの先行

研究のサーベイを試みた。その上で，ダイナ

ミック・ケイパビリティ理論とそれに関連する

いくつかの理論（資源ベース理論，取引コスト

理論，進化経済学）との関係性について論じた。

そして，企業経営において企業を取り巻く環境

要因（動態的環境要因）を考慮することの必要

性に触れるとともに，Teece（2009）あるいは

Eisenhardt & Martin（2000）に依拠して，環境

の違い（静態的環境と動態的環境）による競争
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構造の相違について論じた。加えて，静態的環

境から動態的環境における競争へとシフトする

プロセスとして，政治的要因（政府の政策など）

とイノベーションという２つの要因に依拠する

ものであることにふれた。

本稿を通じて，次のことが明らかとなった。

ダイナミック・ケイパビリティ理論は，ポスト

資源ベース理論として位置づけられているが，

資源ベース理論とは異質の理論であると考えら

れる。なぜなら，上述したように，競争優位の

源泉についての前提が異質であることが挙げら

れる。資源ベース理論における競争優位の源泉

は，経営資源の異質性と固着性から生じる経済

レントに存在するものである。つまり，企業は，

何らかの資源（あるいは生産資源）を持って市

場に働きかけることで，市場シェアと利益を獲

得するわけであるが，市場シェアと利益を獲得

するに至ったプロセスについては，非常に抽象

的なものであり因果関係が不明なものである。

一方，ダイナミック・ケイパビリティ理論にお

ける競争優位の源泉に対する考え方は，企業活

動を通して市場にアプローチを続けていく過程

で，常に同時並行的に組織内外の資源を開発・

利用・拡張・見直し・再配置・獲得に取り組み，

その過程に生じる学習プロセスそのものが利益

や市場シェア獲得の源泉に直結するというもの

である。つまり，組織内外の経営資源の活用方

法を模索・拡充・再認識するための一連の「組

織学習」に競争優位の源泉が存在するというこ

とである。また，環境変化に対する考え方につ

いても，上述の通り，Eisenhardt & Martin

（2000）では，緩動態市場（いわゆる静態的市

場）と高速動態市場（いわゆる動態的市場）と

いった二面性について言及しているが，そこで

も，静態的市場は，ビジネスモデルや産業構造

などがシンプルで明確であるが，動態的市場で

は産業構造・市場境界は曖昧なものであり，ビ

ジネスモデルも流動的で固定的なものでないこ

とに言及している（Eisenhardt & Martin, 2000,

p. 1115）。しかし，拙稿（2012）で論じた通り，

ダイナミック・ケイパビリティ理論に基づいた

競争優位の確立については，動態的市場でのみ

示されるものではなく，静態的市場においても

活路を見出す可能性を持っている（寺前，2012,

pp. 61-63）。

以上のことをまとめると，ダイナミック・ケ

イパビリティ理論における競争優位は，組織内

外の資源や環境に依存したものではなく，組織

内外の資源や環境を熟知し，組織プロセスの過

程で絶えず繰り広げられている学習を通じて，

資源の活用方法に多様性と柔軟を持たせること

で，環境や需要に対応することものと考えられ

る。また，Mintzberg の定義において，資源ベー

ス理論は『カルチャー・スクール』
(9)
で論じら

れているのに対し，ダイナミック・ケイパビリ

ティ理論は，『ラーニング・スクール』
(10)
で論じ

られている（Mintzberg, 1998, pp. 176-231, pp.

264-283, 邦訳，pp. 190-241, pp. 278-303）。こ

のことからも，資源ベース理論とダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論は，同じ Penrose の理

論的枠組みに依拠しながら，それぞれ発展して

きた理論であるものの，現段階で競争優位の源

泉に対する捉え方は，あくまで希少で模倣困難

な資源であるのか，組織を取り巻く資源を活用

する能力や学習プロセスに依存するのか，とい

う決定的な違いが見られることは明らかであ

る。

しかしながら，本稿には次のような課題が残

ることも事実である。１．実証分析の視点の欠

如，２．ダイナミック・ケイパビリティ理論の

多面性に関する視点の欠如，である。１．実証

分析の視点の欠如という課題については，企業

の事例研究を試みることで，ダイナミック・ケ

イパビリティ理論の正当性を分析し，評価すべ

き点や課題を明確にすることが必要である。ま

た，２．ダイナミック・ケイパビリティ理論の
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多面性に関する視点の欠如とは，ダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論が様々な領域と密接に

関わりながら形成されてきたことに由来するも

のである。ここで言う様々な領域とは，取引コ

スト理論，企業境界，進化経済学，組織プロセ

ス・戦略プロセス，あるいは組織行動論などと

いった領域のことである。上述したように，ダ

イナミック・ケイパビリティ理論は，これらの

理論の影響を受けながら理論化されてきたとさ

れているが，本稿ではこの点について答えを見

出すことができなかったことは，大きな課題で

ある。だが，少なくとも資源ベース理論との関

係について，上述した通り，企業戦略における

経営資源（ケイパビリティ）の捉え方は異なる

ものの，競争優位と経営資源（ケイパビリティ）

との関係については共通点が見られることが確

認できた。この点について，本稿には意義が

あったと考えられる。

これを踏まえ，今後はその他の理論的枠組み

（取引コスト理論，企業境界，進化経済学，組

織プロセス・戦略プロセス，あるいは組織行動

論などといった領域）とダイナミック・ケイパ

ビリティ理論との関係性についてより深く検討

することが，さらなるダイナミック・ケイパビ

リティ理論の理解のために必要であると考えら

れる。

注

⑴ 経営資源の固着性とは，ある経営資源を活用して，

外部環境に存在する機会に働きかけることで，脅威

を無力化し，かつ，その経営資源を保有する企業が

少数であり，かつ，その経営資源の複製コストが非

常に高いか供給が非弾力的である場合，その経営資

源が企業の「強み」，すなわち競争優位の源泉となり

得ることを指している（Barney, 2001, p. 155，邦訳

［上］，pp. 242-243）。

⑵ SBUとは，特定の事業における戦略策定のため

の組織単位のことであり，1970 年代初めに，ゼネラ

ル・エレクトリック社で導入されたプロダクト・ポー

トフォリオ・マネジメントで用いられた分析単位と

して注目を集め，後に，多くの企業に普及した（岸

川，2006，p. 64）

⑶ 括弧内は筆者補足。

⑷ Teece は，「Penrose の主張は，ダイナミック・ケ

イパビリティ理論の諸要素と整合的である。Pen-

rose が資源の代替可能性に力点を置いていたこと

により，企業のケイパビリティの再形成が可能にな

るという考え方を認める余地がもたらされた」，と

論じている（Teece, 2009, p. 119，邦訳，p. 120）。

⑸ Williamson は，市場に対する内部組織の優位性

は，１．複雑な条件付請求権の契約が実行不可能で

あり，かつ，逐次的現物契約が危険であるような状

況においても，内部組織は，適応的な逐次的意思決

定を容易ならしめ，限定された合理性を効率的に活

用する，２．現在および将来に見込まれる少数主体

間交換関係に直面する時に，内部組織は，機会主義

を弱めるのに役立つ，３．諸個人の予想が類似のも

のに収束してくることを促進し，不確実性を減少さ

せる，４．情報の偏在の条件を，より容易に克服で

き，またたとえそういう条件が現れても，戦略的行

動を生み出す可能性を少なくする，５．より満足す

べき取引の雰囲気が生じる場合がある，といった５

つの要素に集約されていることを論じた（William-

son, 1975, pp. 39-40，邦訳，p. 65）。加えて，戦略的

提携のような中間組織は，１．階層組織内での階層

間におけるコミュニケーションの量を減らす，２．

大企業の内部では得ることができないような企業家

的な誘因が導入される，３．大組織の中で現れるよ

うな従来からのプロジェクトに収益性を無視してコ

ミットしてしまう偏向が抑止される，ことを指摘す

るとともに大企業の中で生じやすい官僚主義的な歪

みを緩和するための組織改革に注目することの必要

性を論じた（Williamson, 1975, pp. 206-207，邦訳，

pp. 335-336）。

⑹ 隔離メカニズムとは，産業もしくは戦略グループ

内において，ある企業の優れた業績を支える優位性

は，競合他社による優位性の複製を困難にする要因

によって保護される。そうであれば，その成功は一

過性のものであり，このような模倣に対する障害を

意味している。なお，隔離メカニズムは Rumelt に

よって提示された概念である（Collis & Montgom-

ery, 1998, p. 27, 邦訳，pp. 43-44）。
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⑺ 経済レントとは，企業が事前の予測を上回るパ

フォーマンスを生み出した場合，この時の期待値と

実績値のプラスの差を示すものである。例えば，市

場競争において，特定の企業が保有する競争優位の

源泉とされる技術（経営資源）を他の企業が複製す

る場合，その複製コストが非常に高ければ，その経

営資源の供給が非弾力的であり，それをすでに保有

する企業は経済レントを獲得することができる

（Barney, 2001, p. 27, 165，邦訳［上］，p. 62, p. 258）。

⑻ ドミナント・デザインとは，標準化されたデザイ

ンのことであり，後の製品の発展性についての方向

性を左右する重要なデザインである。デファクトス

タンダードが市場競争の末に確立された技術的な標

準化であるのと同様に，ドミナント・デザインも，

市場競争の末に確立されたデザインである。具体的

な例としては，パソコン・キーボードの QWERTY

配列などが挙げられる（Abernathy, 1978, p. 13）

⑼ カルチャー・スクールとは，組織カルチャーと戦

略マネジメントの密接な関係に着目したものである

（Mintzberg, 1998, pp. 264-283，邦訳，pp. 278-

303）。

⑽ ラーニング・スクールとは，創発的に現れた戦略

をいかに組織という集合体の中に根づかせていくか

に焦点をあてたものである（Mintzberg, 1998, pp.

176-231, 邦訳，pp. 190-241）。
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